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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期

第３四半期
連結累計期間

第74期
第３四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日

自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日

売上高 (百万円) 24,223 24,458 32,700

経常利益 (百万円) 2,441 1,859 3,251

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,620 1,448 2,602

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,082 1,988 7,410

純資産額 (百万円) 19,900 24,878 23,224

総資産額 (百万円) 43,816 48,508 49,265

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 15.18 13.57 24.38

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 14.17 12.67 22.76

自己資本比率 (％) 45.0 50.7 46.7
 

 

回次
第73期

第３四半期
連結会計期間

第74期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.03 5.90
 

 (注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な

変更はありません。

なお、株式会社村田製作所(以下、「村田製作所」)による当社普通株式に対する公開買付けにより、平成26年３月

26日をもって村田製作所は当社の議決権の数の50%超を所有することとなったため、村田製作所は当社の親会社にな

りました。平成26年９月30日現在の事業の系統図は次のとおりとなります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の事業環境は、米国においては、景気の改善が持続しており、経済が拡大基調となっ

ております。欧州地域においては、ユーロ圏最大の経済規模で自動車など産業基盤も強く、財政も健全なドイツが

成長を続けておりますが、緊迫するウクライナ情勢が影響し、足元の個人消費が鈍い状態となっております。中国

においては、輸出は堅調に推移しましたが、生産が鈍化したことで景気回復のペースは再び緩やかになっておりま

す。

 

当グループの属する電子機器市場においては、スマートフォン市場は、先進地域での需要は徐々に落ち着きまし

たが、新興地域向けの低価格機種を中心に増加いたしました。タブレット市場は、大型スマートフォンとの競争や

買い替えサイクル長期化の影響により伸び率は鈍化しつつありますが、依然として拡大を続けております。ノート

パソコン市場は、先進地域で回復が見られ、マイナス幅は縮小傾向にあります。自動車市場は、米国の販売が堅調

に推移する一方で、日本においては消費増税の影響により徐々に販売が落ち込んできております。

 

このような状況の中、当社はスマートフォン、タブレット向けのメタルアロイⓇパワーインダクタDFECシリーズ

の拡大に注力し、車載市場向けにもLF受信アンテナコイル及びLF送信アンテナコイル等の商品について積極的に拡

販活動を行いました。結果として、DFECシリーズは、HDD向けに売上を伸ばしたものの、スマートフォンのハイエ

ンド機種の伸び悩みにより、前年同期比微増となりました。一方、車載市場向けLFアンテナコイルやAV及び車載市

場向けフェライトパワーインダクタが拡大しましたが、終息商品の影響もあり、売上高は前年同期比1.0％増加の

24,458百万円となりました。

（注）メタルアロイは東光株式会社の登録商標です。

 

収支面につきましては、営業利益は2,001百万円(前年同期は2,600百万円)、経常利益は1,859百万円(前年同期は

2,441百万円)、四半期純利益は1,448百万円(前年同期は1,620百万円)となりました。

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

 

（コイル応用商品部門）

インダクタ、フィルタ等で構成されており、主として無線通信機器市場、車載機器市場、情報通信機器市場、

AV機器市場に使用されています。メタルアロイⓇパワーインダクタDFECシリーズは、HDD向けに売上拡大してお

りますが、スマートフォン主要客先のハイエンド機種の伸び悩みにより、前年同期比微増となりました。しかし

ながら車載市場向けLF受信及び送信アンテナコイルやAV及び車載市場向けフェライトパワーインダクタが増加

し、売上高は前年同期比2.2％増の21,519百万円となりました。営業利益は前年同期比805百万円減少の1,655百

万円となりました。
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（モジュール商品部門）

LF送信アンテナモジュール、デジタルラジオ用モジュール、ワイヤレス電力伝送モジュール等で構成されてお

り、主として車載機器市場及び無線通信機器市場に使用されています。TPMS用LF送信アンテナモジュールが増加

しましたが、デジタルラジオ用モジュールが減少し、売上高は前年同期比7.2％減の1,153百万円となりました。

営業利益は前年同期比69百万円改善の98百万円の損失となりました。

 

（固体商品部門）

積層チップインダクタ、誘電体フィルタ等で構成されており、主として無線通信機器市場及び車載機器市場に

使用されています。基地局向けの誘電体フィルタとゲーム機及びスマートフォン向けの積層チップパワーインダ

クタが増加しましたが、圧電商品の終息とフィーチャーフォン需要低迷による積層チップインダクタの減少など

により、売上高は前年同期比7.2％減の1,785百万円となりました。営業利益は前年同期比136百万円増加の443百

万円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

総資産は、借入金返済による現金及び預金の減少、投資有価証券の時価下落等により、前連結会計年度末比756

百万円減少の48,508百万円となりました。

（負債）

負債は、借入金返済による減少、仕入債務の減少等により、前連結会計年度末比2,410百万円減少の23,630百万

円となりました。

（純資産）

純資産は、四半期純利益の計上、為替換算調整による増加等により、前連結会計年度末比1,654百万円増加の

24,878百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

の通りであります。

 

会社の支配に関する基本方針

Ⅰ．基本方針の内容

当社における株主の皆様への利益還元は、当社とお客様との深い信頼関係に基づいたビジネスが根底となってい

ます。お客様の視点に立った、高度な設計開発力とグローバルな生産・販売体制により最適なソリューションをお

客様に提供し続け、市場の多種多様なニーズに素早く的確に対応することが、東光ブランドの浸透につながってい

るものと考えます。

　今後とも、企業価値の最大化を目指し、全てのステークホルダーから信頼を得られるよう、全力で取り組んで参

ります。

当社は、このように中長期的な視点から企業価値や株主共同の利益の最大化を追求しており、そのためには、濫

用的な買収等を未然に防ぎ、中長期的な観点から安定的な経営を行うことが必要であると考えています。

 

Ⅱ．基本方針に照らして不適切な者によって財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

の概要

当社は、公開会社として当社株式の大規模な買付行為（以下「大規模買付行為」といいます。）を受け入れるか

どうかの判断は、最終的には株主の皆様に委ねられるべきものであると考えています。しかしながら大規模買付行

為が行われようとする場合に、株主の皆様が大規模買付行為を受け入れるかどうかの判断を適切に行うためには、

当社取締役会により、株主の皆様に当該大規模買付行為にかかる十分な情報が提供される必要があると考えます。
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当社は、平成25年３月28日開催の第72期定時株主総会の決議により、「当社株式の大規模買付行為への対応方針

（買収防衛策）」（以下、「本対応方針」といいます。）を継続しておりましたが、後述のとおり平成26年５月29

日開催の取締役会において本対応方針を同日付で廃止することを決議しました。

 
Ⅲ．基本方針の廃止

当社は、株式会社村田製作所との間で、平成25年2月に「資本業務提携の強化に関する合意書」を締結しまし

た。当該合意書に基づき、当社株式の公開買付けが実施された結果、株式会社村田製作所は、議決権割合にして

64.21％（平成26年４月15日時点）を保有する当社の親会社となりました。

これにより、当社を取り巻く経営環境が本対応方針の導入時点と大きく異なることとなったことから、本対応方

針を維持する必要性について検討した結果、当社が株主共同の利益および企業価値を著しく損なうような濫用的な

買収等を受けるリスクは低下しているものと判断し、平成26年５月29日開催の取締役会において本対応方針を廃止

することを決議いたしました。

なお、当社は、本対応方針の廃止した後も、大規模買付行為が発生した場合には、当該大規模買付行為の是非に

関し、株主の皆様に適切にご判断いただくため、大規模買付行為を行おうとする者に対し、必要かつ十分な情報の

提供を求めるとともに、適切な情報開示や株主の皆様が検討に必要な期間の確保に努め、また、金融商品取引法、

会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいります。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は867百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 主要な設備

　　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、拡充、改修等について、当第３四半期連結累計

期間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。

セグメントの名称

平成25年12月末

時点計画金額

（百万円）

平成26年９月末

計画変更後金額

（百万円）

設備計画増減の主な内容 資金調達方法

コイル応用商品部門 3,370 1,480 投資内容の見直し
自己資金

及び借入金

モジュール商品部門 50 160 投資内容の見直し 〃

固体商品部門 10 30 投資内容の見直し 〃

全社共通部門 690 1,220 投資内容の見直し 〃

合計 4,120 2,890 ― ―
 

　　(注) １．金額には消費税等を含んでおりません。

２．完成後の増加能力につきましては、生産品目が多種多様にわたっており、算定が困難であるため記載し

ておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年11月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 108,122,646 108,122,646
東京証券取引所
（市場第一部）

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は1,000株であり
ます。

計 108,122,646 108,122,646 ― ―

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年９月30日 ― 108,122,646 ― 17,446 ― 3,803
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)　　　
普通株式　 1,404,000

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 106,063,000 106,063 同上

単元未満株式 普通株式    655,646 ― 同上

発行済株式総数 108,122,646 ― ―

総株主の議決権 ― 106,063 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式468株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東光株式会社

埼玉県鶴ヶ島市
大字五味ヶ谷18番地

1,404,000 ― 1,404,000 1.30

計 ― 1,404,000 ― 1,404,000 1.30
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 新任役員

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）
就任年月日

代表取締役

取締役社長
― 山内　公則

昭和24年

４月４日

昭和48年４月

平成９年10月

平成15年６月

株式会社村田製作所入社

同可変商品部　部長

同EMI商品統括部　統括部長

(注)３ ―
平成26年

５月30日

平成17年２月

 
同コンポーネント事業本部EMI事

業部　事業部長

平成20年７月

 
同執行役員　コンポーネント事

業本部　副本部長

平成21年７月

 
同常務執行役員　コンポーネン

ト事業本部　本部長

平成24年７月

平成26年５月

平成26年５月

同常任顧問

当社顧問

同代表取締役取締役社長（現）

取締役

執行役員

事業本部

担当
佐々木　俊和

昭和34年

12月６日

昭和58年３月 株式会社福井村田製作所入社

(注)３ ―
平成26年

５月30日

平成19年10月

 

 

株式会社村田製作所　コンポー

ネント事業本部EMI事業部企画販

推部　部長

平成20年１月

 
同コンポーネント事業本部EMI事

業部企画部　部長

平成24年５月

 
平成25年１月

当社執行役員（現）

電源事業部　副事業部長

同事業本部　副本部長（現）

平成26年５月 同取締役（現）

取締役 ― 牧野　孝次
昭和27年

５月13日

昭和61年１月 株式会社村田製作所入社

(注)３ ―
平成26年

５月30日

平成17年６月

 
平成17年７月

平成19年６月

平成21年６月

平成21年７月

同企画・管理グループ　統括部

長

同執行役員

同取締役（現）

同常務執行役員

同生産本部　本部長（現）

平成21年10月

 
 

同広報部・総務部・法務部・人

事部・健康安全推進室・環境部

担当

平成24年６月

 
平成25年６月

同パワーモジュール商品事業部

担当（現）

同上席常務執行役員（現）

平成26年５月 当社取締役(現)

取締役 ― 竹村　善人
昭和32年

１月23日

昭和56年４月

平成15年６月

株式会社村田製作所入社

同財務部　部長

(注)３ ―
平成26年

５月30日

平成21年７月

 
Murata（China）Investment

Co., Ltd.　総裁

平成24年７月

 
 

株式会社村田製作所　執行役員

（現）

管理グループ　統括部長

平成25年６月

平成25年７月

 

同取締役（現）

同経理・財務・企画グループ　

統括部長（現）

平成26年５月 当社取締役（現）

監査役 ― 中山　素彦
昭和25年

12月13日

昭和49年４月

平成９年11月

株式会社村田製作所入社

同経理部　次長

(注)４ ―
平成26年

５月30日

平成11年10月

 
同経理・財務・企画グループ　

経理部　部長

平成17年６月 同常勤監査役

平成25年６月 同常勤顧問（現）

平成26年５月 当社監査役（現）
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(注) １．取締役牧野孝次氏、取締役竹村善人氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役中山素彦氏は、会社法第２条16号に定める社外監査役であります。

３．平成26年５月30日開催の臨時株主総会における選任の時から、平成26年12月31日に終了する事業年度に関す

る定時株主総会終結の時まで。

４．平成26年５月30日開催の臨時株主総会における選任の時から、平成29年12月31日に終了する事業年度に関す

る定時株主総会終結の時まで。

 

(2) 退任役員

 

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役上席執行役員 管理本部担当 水野　雅文 平成26年５月30日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,662 9,988

  受取手形及び売掛金 ※１  7,422 7,251

  商品及び製品 4,395 4,615

  仕掛品 427 413

  原材料及び貯蔵品 1,920 1,951

  繰延税金資産 316 379

  その他 1,410 1,218

  貸倒引当金 △28 △35

  流動資産合計 26,527 25,784

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 11,113 11,308

   機械装置及び運搬具 32,427 33,741

   工具、器具及び備品 5,520 5,725

   土地 1,149 1,155

   リース資産 417 417

   建設仮勘定 824 1,136

   減価償却累計額及び減損損失累計額 △32,412 △34,101

   有形固定資産合計 19,040 19,383

  無形固定資産 361 392

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,504 2,257

   繰延税金資産 138 119

   その他 705 571

   貸倒引当金 △11 -

   投資その他の資産合計 3,336 2,948

  固定資産合計 22,737 22,724

 資産合計 49,265 48,508
 

 

EDINET提出書類

東光株式会社(E01810)

四半期報告書

12/22



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,166 2,189

  短期借入金 ※３  5,781 ※３  7,409

  リース債務 85 87

  未払法人税等 419 167

  繰延税金負債 24 14

  賞与引当金 451 596

  事業譲渡損失引当金 288 288

  設備関係未払金 517 534

  その他 2,044 2,211

  流動負債合計 12,780 13,498

 固定負債   

  転換社債型新株予約権付社債 ※３  1,500 ※３  1,500

  長期借入金 ※３  8,064 ※３  5,459

  リース債務 126 60

  繰延税金負債 755 686

  退職給付引当金 2,183 2,101

  役員退職慰労引当金 26 19

  長期設備関係未払金 588 297

  その他 16 7

  固定負債合計 13,260 10,132

 負債合計 26,041 23,630

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 17,446 17,446

  資本剰余金 3,803 3,803

  利益剰余金 2,309 3,437

  自己株式 △460 △470

  株主資本合計 23,097 24,216

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,144 1,001

  為替換算調整勘定 △1,231 △603

  その他の包括利益累計額合計 △87 397

 少数株主持分 213 264

 純資産合計 23,224 24,878

負債純資産合計 49,265 48,508
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 24,223 24,458

売上原価 16,635 16,740

売上総利益 7,588 7,718

販売費及び一般管理費   

 役員報酬及び給料手当 1,727 1,984

 賞与引当金繰入額 271 350

 退職給付引当金繰入額 114 113

 研究開発費 587 867

 その他 2,287 2,402

 販売費及び一般管理費合計 4,987 5,716

営業利益 2,600 2,001

営業外収益   

 受取利息 17 13

 受取配当金 16 15

 持分法による投資利益 53 -

 助成金収入 12 -

 受取補償金 - 43

 その他 61 93

 営業外収益合計 160 165

営業外費用   

 支払利息 157 144

 為替差損 45 46

 シンジケートローン手数料 31 -

 支払手数料 - 60

 その他 84 56

 営業外費用合計 318 307

経常利益 2,441 1,859

特別利益   

 固定資産売却益 53 6

 投資有価証券売却益 53 -

 子会社清算益 9 -

 特別利益合計 116 6

特別損失   

 減損損失 405 40

 特別損失合計 405 40

税金等調整前四半期純利益 2,153 1,826

法人税、住民税及び事業税 416 356

法人税等調整額 3 △27

法人税等合計 420 329

少数株主損益調整前四半期純利益 1,732 1,496

少数株主利益 112 48

四半期純利益 1,620 1,448
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,732 1,496

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 341 △143

 為替換算調整勘定 1,992 635

 持分法適用会社に対する持分相当額 14 -

 その他の包括利益合計 2,349 491

四半期包括利益 4,082 1,988

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,881 1,933

 少数株主に係る四半期包括利益 200 55
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 
（会計方針の変更等）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 受取手形割引高

 

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

受取手形割引高 22百万円 ―百万円
 

 

２ 当社は、運転資金の効率的な資金調達を行うため取引金融機関５社と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当第３四半期連結会計期間末の借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

当座貸越極度額 7,500百万円 10,600百万円

借入実行残高 3,147百万円 3,850百万円

差引額 4,353百万円 6,750百万円
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※３ 財務制限条項

 

前連結会計年度

(平成25年12月31日)
 

当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

　当連結会計年度末の借入金のうち9,300百万

円には、相対方式・シンジケーション方式によ

る金銭消費貸借契約を締結しており、財務制限

条項が付されております。

　下記の条項に抵触した場合は、借入先の要求

に基づき、期限の利益を失い、借入元本及び利

息を支払う可能性があります。

 

　当第３四半期連結会計期間末の借入金のうち

8,000百万円には、相対方式・シンジケーショ

ン方式による金銭消費貸借契約を締結してお

り、財務制限条項が付されております。

　下記の条項に抵触した場合は、借入先の要求

に基づき、期限の利益を失い、借入元本及び利

息を支払う可能性があります。

　  各年度の決算期末における連結貸借対照表

の純資産の部の金額を前年同期比75％以上

に維持すること、又は、各年度の決算期に

かかる連結損益計算書上の営業損益が、２

期連続して損失を計上しないこと。

 

　  各年度の決算期末における連結貸借対照表

の純資産の部の金額を前年同期比75％以上

に維持すること、又は、各年度の決算期に

かかる連結損益計算書上の営業損益が、２

期連続して損失を計上しないこと。

   

　当連結会計年度末の転換社債型新株予約権付

社債(1,500百万円)には、財務制限条項が付さ

れております。

　下記の条項に抵触した場合は、期限の利益を

失い、社債元本を支払う可能性があります。

 

　当第３四半期連結会計期間末の転換社債型新

株予約権付社債(1,500百万円)には、財務制限

条項が付されております。

　下記の条項に抵触した場合は、期限の利益を

失い、社債元本を支払う可能性があります。

（1）各事業年度の決算期の末日における連結純

資産の部の金額を、平成23年12月決算期の

末日の連結純資産の部の金額の75％以上の

金額に維持すること。

 

（1）各事業年度の決算期の末日における連結純

資産の部の金額を、平成23年12月決算期の

末日の連結純資産の部の金額の75％以上の

金額に維持すること。

（2）各事業年度の決算期の連結営業利益につい

て２期連続の赤字を回避すること。
 

（2）各事業年度の決算期の連結営業利益につい

て２期連続の赤字を回避すること。
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日)

減価償却費 1,352百万円 1,783百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年3月28日
定時株主総会

普通株式 320 利益剰余金 3 平成25年12月31日 平成26年3月31日
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額

（注）
コイル応用

商品
モジュール　

商品
固体商品 小計

売上高       

  外部顧客への売上高 21,057 1,242 1,924 24,223 ― 24,223

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 21,057 1,242 1,924 24,223 ― 24,223

　セグメント利益
 又は損失（△）

2,461 △167 306 2,600 ― 2,600
 

 (注)セグメント利益又は損失の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

遊休となった固定資産について、同帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しまし

た。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において、コイル応用商品部門で342百万円、固体商

品部門で11百万円、全社共通部門で51百万円であります。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額

（注）
コイル応用

商品
モジュール　

商品
固体商品 小計

売上高       

  外部顧客への売上高 21,519 1,153 1,785 24,458 ― 24,458

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 21,519 1,153 1,785 24,458 ― 24,458

　セグメント利益
 又は損失（△）

1,655 △98 443 2,001 ― 2,001
 

 (注)セグメント利益又は損失の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　遊休となった固定資産について、同帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しまし

た。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において、コイル応用商品部門で30百万円、モ

ジュール商品部門で０百万円、固体商品部門で２百万円、全社共通部門で７百万円であります。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 15.18円 13.57円

  (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(百万円) 1,620 1,448

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,620 1,448

   普通株式の期中平均株式数(千株) 106,759 106,723

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 14.17円 12.67円

 (算定上の基礎)   

　　四半期純利益調整額(百万円) ― ―

　　普通株式増加数(千株) 7,575 7,575

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月11日

東光株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   杉　本　 茂　次   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   京 嶋 　清 兵 衛   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東光株式会社の

平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東光株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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